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建築工事関連費の動向について  

＜ポイント＞ 

１．新築マンション発売価格が 2013 年以降高騰し、高止まりの状態が続いている（図１）。デ

ベロッパーは通常、建築費や土地購入費等の費用を発売価格に転嫁するため、新築マンシ

ョン発売価格高騰の背景の一つには、建築工事関連費の上昇があると考えられる。そのた

め、新築マンション発売価格の動向をみる上で、建築工事関連費の動向は重要であり、以

下ではその動向についてみてみる。 

２．マンションを建築する際の建築費を構成する細かな費目等の工事価格を合成して作成され

る建築費指数（注１）の動向をみてみると、2014 年末頃まで上昇傾向となっていたが、2015

年初から落ち着きをみせ、2015年末頃には緩やかな減少傾向となったものの、2017年初か

ら再度上昇傾向となっている（図２）。 

３．建築費指数の動向の要因をみるために、工事種類（注２）別の構成ウエイトを用い、建築

と設備に分けて、前年同月比を寄与度分解すると、設備工事よりも建築工事による寄与が

大きいことがわかる（図３）。そこで、寄与の大きい建築工事に限って、具体的にどのよう

な細目が寄与しているのかをみるため、建築工事の前年同月比を主要細目別に寄与度分解

してみると、2014 年末頃までの上昇では、型枠工事（労務費含む）を筆頭にほとんどの主

要細目においてプラスに寄与していたが、直近の上昇では、資材価格である鉄筋価格の上

昇が大きく寄与しているという違いがある（図４）。その動向の背景として、型枠工事等の

上昇は東日本大震災後の復興工事等の建設需要からくる労働需給のひっ迫に伴う労務費の

上昇の影響が大きいと考えられる。ただ、2015 年に入ってからは、その労働需給のひっ迫

も一時期よりは緩和し、落ち着きを取り戻しており、直近の上昇は主に資材価格の値上が

りによるものとみられる（図５，６）。 

４．上記でみたように、建築工事関連費は、建設需要に伴う労働需給や資材価格等に応じて変

動していると推察されるため、建築工事関連費の動向をみる上では、それらの動きについ

て、注視していく必要がある。 

 

（注１）ここで用いている建築費指数とは、使途を集合住宅、構造をRC（鉄筋コンクリート造）とした建物の工事原価のう

ち、工事現場の運営に必要な経費である現場経費を除いた純工事費指数を指す。 

（注２）工事種類は「仮設」、「土工・地業」、「躯体」、「仕上」、「電気」、「給排水衛生」、「暖冷房空調」、「昇降」と８つに分け

られ、前四種が建築となり、後四種が設備となる。具体的には、「仮設」が足場や仮設トイレ設置工事等、「土工・地業」が盛

土や基礎杭打ち工事等、「躯体」が型枠や鉄筋工事等、「仕上」が塗装や内外装工事等、「電気」が電力引込みや照明器具設置

工事等、「給排水衛生」が屋内給水や給湯設備工事等、「暖冷房空調」が空調機器や換気機器設置工事等、「昇降」がエレベー

ター設置工事等となっている。 
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（図１）新築マンション発売価格

（月）
（年）

（万円）

新築マンション発売価格
（太字は１２ＭＡ）

（備考）１．株式会社不動産経済研究所公表資料により作成。

２．首都圏における平均値。
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（図２）建築費指数

（月）
（年）

（2005年=100）

純工事費指数
（集合住宅・RC造）

（備考）１．一般財団法人建設物価調査会公表資料により作成。

２．東京における値。
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（図６）鉄筋関連財価格指数

（月）
（年）

（2005年=100）

鉄スクラップ価格
（目盛右）

（備考）１．日経NEEDS、一般財団法人建設物価調査会

公表資料により作成。

２．異形棒鋼、鉄スクラップ価格は東京の値。

異形棒鋼
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（図５）建設技能労働者過不足率

（月）
（年）

（％）

（備考）１．国土交通省「建設労働需給調査」により作成。

２．不足率とは、確保したかったが出来なかった

労働者数と確保したが過剰となった労働者数

の差を確保している労働者数と確保したかっ

たが出来なかった労働者数の和で除した値。

３．６職種計・全国の値で季節調整値。

不足

過剰

-4

-2

0

2

4

6

8

10

12

1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 5

2013 14 15 16 17 18

（図３）工事種類別寄与度分解

設備（構成ウエイト21.2％）
建築（構成ウエイト78.8％）
前年同月比（折線）

（前年同月比寄与度、％）

（月）
（年）

（備考）１．一般財団法人建設物価調査会公表資料により作成。

２．「建築」とは「仮設」、「土工・地業」、

「躯体」、「仕上」から構成され、

「設備」とは「電気」、「給排水衛生」、

「暖冷房空調」、「昇降」から構成される。
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その他の建築細目

（材）鉄筋

（材）生コンクリート等

（工）鉄筋加工組立等

（材工）型枠等

前年同月比（折線）

（前年同月比寄与度、％）

（月）
（年）

（備考）１．一般財団法人建設物価調査会公表資料により作成。

２．（材）は材料価格、（工）は工事費、（材工）は

材料価格及び工事費を表す。

（図４） 建築工事指数の主要細目別寄与度分解



 

 

担当：内閣府 政策統括官（経済財政分析担当）付参事官（総括担当）付 

江尻 晶彦 （直通 03-6257-1568） 

本レポートの内容や意見は執筆者個人のものであり、必ずしも内閣府の見解を示すものではない。 


